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Ⅰ．総 論 

 

 １．目 的 

   この計画は、次世代育成支援対策推進法（平成１５年法律第１２０号）及び女性の職

業生活における活躍の推進に関する法律（平成２７年法律第６４号。以下「女性活躍推

進法」という。）に基づく特定事業主行動計画である。それぞれの事業主行動計画の策定

に関する基本的な事項を踏まえ、職員が仕事と子育ての両立を図る、また、女性職員が

各職場でその個性と能力を十分に発揮できるよう、様々な対策を計画的に推進すること

を目的とする。 

 

 ２．計画期間 

   この計画は、平成２７年４月に策定した次世代育成支援対策推進法に基づく特定事業

主行動計画をベースに、女性活躍推進法に基づく事業主行動計画策定指針を踏まえて策

定するものであり、計画期間は令和２年４月１日から令和７年３月３１日までの５年間

とする。 

 

 ３．計画の推進体制 

   この計画の策定及び計画に基づく取組の実施を実効性あるものとするため、各任命権

者における人事厚生担当職員等を構成員とした「七尾市特定事業主行動計画策定・推進

連絡会」を設置する。 

   この連絡会において、各種取組の実施状況や数値目標の達成状況の点検・評価等を実

施し、その後の対策や計画の見直し等に反映させることとする。 
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 ４．職員の任用及び服務の状況 

   職員の採用や昇任の任用、時間外勤務や育児休業取得等の服務の状況は次のとおりで

ある。 

 

  (1) 採用した職員に占める女性職員の割合 

職種 

平成２９年度 平成３０年度 平成３１（令和元）年度 

男 女 計 
女性 

割合 
男 女 計 

女性 

割合 
男 女 計 

女性 

割合 

事務職 2 人 8 人 10 人 80.0% 2 人 5 人 7 人 71.4% 5 人 2 人 7 人 40.0% 

保育職 － － － － － － － － － － － － 

技能労務職 － － － － － － － － － － － － 

消防職 8 人 0 人 8 人 0% 9 人 0 人 9 人 0% 4 人 0 人 4 人 0.0% 

医療職 14 人 27 人 41 人 65.9% 10 人 18 人 28 人 64.3% 12 人 15 人 27 人 55.6% 

全体 24 人 37 人 61 人 60.7% 21 人 25 人 46 人 54.3% 21 人 23 人 49 人 46.9% 

  【現状】消防職以外の職種に採用される女性職員の割合が高い。 

 

 

(2) 離職率の男女の差異（平成３０年度） 

職種 

職員数 離職者数 離職率 

男 女 計 男 女 計 男 女 計 

事務職 258 人 150 人 408 人 11 人 3 人 14 人 4.3% 2.0% 3.4% 

保育職 － 55 人 55 人 － 1 人 1 人 － 1.8% 1.8% 

技能労務職 16 人 30 人 46 人 2 人 2 人 4 人 12.5% 6.7% 8.7% 

消防職 140 人 1 人 141 人 4 人 0 人 4 人 2.9% 0% 2.8% 

医療職 139 人 368 人 507 人 15 人 16 人 31 人 10.8% 4.3% 6.1% 

全体 553 人 604 人 1,157 人 32 人 22 人 54 人 5.8% 3.6% 4.7% 

  【現状】新規採用者がいない技能労務職の離職率が高い。 

 

  ※離職率：職員数（年度当初の職員数と年度末の職員数を足して２で割った数）に対す 

る離職（退職）者の割合 

４ (1)～(9)の表については、本計画が「令和 2 年 3月」を策定月とするため、 
最新データに「平成 30 年度」「平成 31（令和元）年）」が混在することとなる。 
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(3) 職員一人当たりの平均時間外勤務及び平均休日勤務時間数 

 

年 度 月平均 年間平均 前年度比（年間平均） 

平成２８年度 9.8 時間 117.6 時間 ＋1.0 時間/月（＋12.0 時間/年） 

平成２９年度 11.4 時間 136.8 時間 ＋1.6 時間/月（＋19.2 時間/年） 

平成３０年度 9.5 時間 114.0 時間 ▲1.9 時間/月（▲22.8 時間/年） 

   【現状】概ね月平均 10 時間前後で推移している。 

 

(4) 職員一人当たりの各月ごとの時間外勤務時間（平成３０年度）  

（単位：時間） 

職種 性別 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 

事務職 
男 16.1 12.8 11.3 11.9 9.5 24.8 

女 13.9 8.7 9.7 9.6 7.5 12.2 

保育職 
男 － － － － － － 

女 3.6 3.2 5.0 7.0 3.5 4.1 

技能労務職 
男 7.3 5.2 7.3 14.0 11.7 14.0 

女 － － － 5.0 2.5 2.0 

消防職 
男 8.6 18.1 8.3 9.7 9.4 10.0 

女 － － － － － － 

医療職 
男 10.6 14.7 10.3 11.7 10.5 12.3 

女 1.9 8.5 1.9 2.5 2.4 2.6 

         

職種 性別 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 月平均 

事務職 
男 18.9 18.2 17.2 13.4 17.0 12.6 15.6 

女 12.0 11.4 10.9 8.7 11.3 9.0 10.4 

保育職 
男 － － － － － － － 

女 3.8 3.3 3.8 3.5 3.2 3.9 4.1 

技能労務職 
男 9.8 17.0 19.5 15.0 1.0 5.1 11.5 

女 － － － － － － 3.2 

消防職 
男 8.0 9.6 6.1 7.4 8.4 6.5 9.2 

女 － － 5.0 7.0 － 2.0 4.7 

医療職 
男 12.1 11.4 13.8 14.5 9.5 10.9 11.9 

女 3.1 3.2 7.1 7.5 2.8 2.9 3.8 

  【現状】男女とも事務職における時間外勤務が多い。 

４ (1)～(9)の表については、本計画が「令和 2 年 3月」を策定月とするため、 
最新データに「平成 30年度」「平成 31（令和元）年）」が混在することとなる。 
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(5) 管理的地位にある職員に占める女性職員の割合 

職種 平成２９年度 平成３０年度 平成３１（令和元）年度 

男 女 計 
女性 

割合 
男 女 計 

女性 

割合 
男 女 計 

女性 

割合 

事務職 39 人 4 人 43 人 9.3% 35 人 5 人 40 人 12.5% 36 人 4 人 40 人 10.0% 

消防職 7 人 0 人 7 人 0% 7 人 0 人 7 人 0% 7 人 0 人 7 人 0% 

医療職 14 人 24 人 38 人 63.2% 14 人 23 人 37 人 62.2% 12 人 22 人 34 人 64.7% 

全体 60 人 28 人 88 人 31.8% 56 人 28 人 84 人 33.3% 55 人 26 人 81 人 32.1% 

  【現状】全体として管理的地位にある職員の女性割合は３０％を超えている。 

 

 

(6) 各役職段階にある職員に占める女性職員の割合（平成３１（令和元）年度） 

職種 

係長 主幹 参事・課長補佐 

男 女 計 
女性 

割合 
男 女 計 

女性 

割合 
男 女 計 

女性 

割合 

事務職 53 人 40 人 93 人 43.0% 43 人 17 人 60 人 28.3% 52 人 11 人 63 人 17.5% 

保育職 0 人 14 人 14 人 100% 0 人 4 人 4 人 100% 0 人 3 人 3 人 100% 

消防職 17 人 0 人 17 人 0% 12 人 0 人 12 人 0% 13 人 0 人 13 人 0% 

医療職 18 人 59 人 77 人 76.6% 3 人 3 人 6 人 50.0% 11 人 32 人 43 人 74.4% 

全体 88 人 113 人 201 人 56.2% 58 人 24 人 82 人 29.3% 76 人 46 人 122 人 37.7% 

 

職種 

課長 部次長 部長 

男 女 計 
女性 

割合 
男 女 計 

女性 

割合 
男 女 計 

女性 

割合 

事務職 24 人 4 人 28 人 14.3% 5 人 0 人 5 人 0% 7 人 0 人 7 人 0% 

保育職 － ― ― ― － ― ― ― － ― ― ― 

消防職 5 人 0 人 5 人 0% 1 人 0 人 1 人 0% 1 人 0 人 1 人 0% 

医療職 14 人 17 人 31 人 54.8% 4 人 6 人 10 人 60.0% 30 人 1 人 31 人 3.2% 

全体 43 人 21 人 64 人 32.8% 10 人 6 人 16 人 37.5% 38 人 1 人 39 人 2.6% 

  【現状】事務職においては、職位が上がると女性職員の割合が少なくなる。 

 

４ (1)～(9)の表については、本計画が「令和 2 年 3月」を策定月とするため、 
最新データに「平成 30 年度」「平成 31（令和元）年）」が混在することとなる。 
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(7) 男女別の育児休業取得率及び平均取得期間（平成３０年度） 

性別 
職種 

育児休業 

対象者数 

育児休業 

取得者数 

育児休業 

取得率 

平均取得 

期間 

男性 

事務職 8 人 0 人 0% 0 日 

保育職 － － － － 

技能労務職 0 人 0 人 0% 0 日 

消防職 7 人 0 人 0% 0 日 

医療職 5 人 0 人 0% 0 日 

計 20 人 0 人 0% 0 日 

女性 

事務職 5 人 5 人 100% 405 日 

保育職 2 人 2 人 100% 401 日 

技能労務職 0 人 0 人 0% 0 日 

消防職 0 人 0 人 0% 0 日 

医療職 24 人 23 人 95.8% 334 日 

計 31 人 30 人 96.8% 351 日 

全体 51 人 30 人 58.8% 351 日 

  【現状】男性の育児休業取得者はいない。 

 

(8) 男性職員の配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇取得率及び平均取得日数 

  （平成３１（令和元）年）  

職種 
取得対

象者数 

配偶者出産休暇 育児参加のための休暇 

取得者

数 
取得率 

合計取

得日数 

平均取

得日数 

取得者

数 
取得率 

合計取

得日数 

平均取

得日数 

事務職 4 人 4 人 100% 6.8 日 1.7 日 1 人 25.0% 0.4 日 0.4 日 

保育職 － － － － － － － － － 

技能労務職 0 人 0 人 0% 0 日 0 日 0 人 0% 0 日 0 日 

消防職 6 人 5 人 83.3% 10 日 2.0 日 0 人 0% 0 日 0 日 

医療職 6 人 4 人 66.7% 6 日 1.5 日 0 人 0% 0 日 0 日 

全体 16 人 13 人 81.3% 22.8 日 1.8 日 1 人 6.3% 0.4 日 0.4 日 

  【現状】育児参加のための休暇取得者が少ない。 

 

  

 

 

４ (1)～(9)の表については、本計画が「令和 2 年 3月」を策定月とするため、 
最新データに「平成 30 年度」「平成 31（令和元）年）」が混在することとなる。 
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(9) 職員一人当たりの年次有給休暇の平均取得日数 

 

年 
総付与日数 

(Ａ) 

総取得日数 

(Ｂ) 

対象職員数 

(Ｃ) 

平均取得日数 

(Ｂ)／(Ｃ) 
前年比 

平成２９年 25,355 日 6,238 日 641 人 9.7 日 ＋0.9 日 

平成３０年 24,381 日 6,750 日 616 人 11.0 日 ＋1.3 日 

平成３１(令和元)年 24,122 日 7,316 日 612 人 12.0 日 ＋1.0 日 

（注）１ 総付与日数には、前年からの繰越分を含む。 

２ 対象職員数は、各年度の全期間を在職した職員数であり、年度途中の退職・採用者、育児 

休業・休職等の事由がある職員並びに派遣職員は除いた数値である。 

  【現状】計画年休制度の導入などにより、平均取得日数が増加傾向にある。 

      

 

４ (1)～(9)の表については、本計画が「令和 2 年 3月」を策定月とするため、 
最新データに「平成 30 年度」「平成 31（令和元）年）」が混在することとなる。 
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５．数値目標 

「４．職員の任用及び服務の状況」を分析すると、「(4) 職員一人当たりの各月ごと

の時間外勤務時間」においては、事務職における時間外勤務が多く、「(7) 男女別の育

児休業取得率及び平均取得期間」と「(8) 男性職員の配偶者出産休暇及び育児参加のた

めの休暇取得率及び平均取得日数」においては、男性の育児休業及び育児参加のための

休暇取得が少ない状況である。「(4) 職員一人当たりの各月ごとの時間外勤務時間」で

は「時間外勤務の縮減」、「(7) 男女別の育児休業取得率及び平均取得期間」と「(8) 男

性職員の配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇取得率及び平均取得日数」では「育

児休業等の制度周知」がそれぞれ課題であり、様々な取組みを実施することで、この状

況を改善していく必要がある。 

また、「働き方改革」を積極的に推進することで、職員一人ひとりがやりがいや充実感

を持ちながら働き、仕事上の責任を果たすとともに、家庭や地域生活などにおいても、

子育て期、中高年期といった人生の各段階に応じて多様な生き方が選択・実現できる「ワ

－ク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）」の実現につなげていくことが必要である。 

そこで、次の目標を設定し、実現のための取組みを進めていくこととする。 

    

 

 

 

  

 

 

 

 

    

 
「時間外勤務の縮減」 

【数値目標】 職員１人当たりの平均時間外勤務時間 年１００時間以下 

 

「休暇取得の促進」 

【数値目標】 職員１人当たりの平均年次有給休暇取得日数 年間１５日以上 
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Ⅱ．具体的な取組み内容 

 

この計画は、これまでの次世代育成計画支援対策推進法に基づく特定事業主行動計画

を基礎とするため、 

１． 職員の勤務環境づくりに関する事項 

２． 働き方の見直しに関する事項 

３．その他の次世代育成支援対策に関する事項 

の３項目に大別して定める。 

また、数値目標として定めた「時間外勤務の縮減」及び「休暇取得の促進」にかかる

項目については、この計画の重点施策と位置付け、重点的に取り組むこととする。 

  

 

 

１．職員の勤務環境づくりに関する事項 

 

  (1) 妊娠中及び出産後における配慮  

   ① 母性保護及び母性健康管理の観点から設けられている特別休暇等の制度について、

「Q&A 集」等により周知徹底を図る。 

   ② 出産費用の給付等経済的支援措置について周知徹底を図る。 

   ③ 子育てに関する相談については、子育てアドバイザ－（保健師・保育士）を設   

置し、育児・子育ての相談に応じる。 

   ④ 妊娠中の職員及び産後１年を経過しない職員の健康や安全に配慮し、業務分担の

見直し又は職員配置を行う。 

   ⑤ 妊娠中の職員及び産後１年を経過しない職員に対しては、本人の希望に応じ、請

求しなくても時間外勤務を原則として命じないこととする。        

   ⑥ 妊娠中の職員等に対する受動喫煙に配慮する。 

 

  (2) 男性の子育て目的の休暇等の取得促進  

   ① 子どもの出生時及び男性の子育て目的の休暇等の取得について、「Q＆A 集」等に

より周知徹底を図る。 

                   

  (3) 育児休業を取得しやすい環境づくり  

   ア．男性の育児休業等の取得推進 

   ① 男性の育児休業等の取得をはじめとする、子育てに関する諸制度の利用促進にか

かる取組みを推進する。 
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   イ．育児休業及び部分休業制度等の周知 

   ① 「Q&A 集」等を活用し、制度の周知を図るとともに育児休業の取得手続きや経済

的な支援等について情報提供を行う。 

   ② 妊娠を申し出た職員に対し、個別に育児休業等の制度・手続きについて説明を行

い、育児休業等の取得を希望する職員の不安の軽減を図る。 

   ③ 庁内研修等において、育児休業等の制度の説明を行う。 

 

  ウ．育児休業及び部分休業等を取得しやすい雰囲気の醸成 

   ① 育児休業等の取得の申し出があった場合、当該部署において業務分担の見直しを

行う。  

   ② 管理職員（部課長及び出先施設の長をいう。以下同じ。）は、育児休業等に対する

職場の意識改革を進め、育児休業及び部分休業等を取得しやすい雰囲気を醸成する。 

 

   エ．育児休業を取得した職員の円滑な職場復帰の支援 

   ① 管理職員は、育児休業中の職員に対して、休業期間中の職場の状況等を適宜連絡

するよう努める。 

   ② 育児休業中の職員が円滑に職場復帰できるよう、休業中の職員に対し、業務に関

する情報提供・能力開発を行うとともに、職場復帰に際しては、研修その他必要な

支援を行う。 

 

   オ．育児休業等を取得した職員の代替要員の確保 

   ① 部内の人員配置によって、育児休業中の職員の業務を遂行することが困難なとき

は、臨時的任用制度の活用による適切な代替要員の確保に努める。  

 

   カ．子育てを行う女性職員の活躍促進に向けた取組み 

   ① 女性職員を対象とした取組み 

     女性職員の相談に乗り助言するメンタ－制度導入の推進、職場復帰支援、マネジ

メント研修等の実施により、女性職員のキャリア形成を支援する。 

   ② 管理職等を対象とした取組み 

     ワ－ク・ライフ・バランスの推進に向けた意識啓発・管理職研修、女性職員への

多様な職務機会の付与、育児などの女性職員に配慮した人事運用を行う。 
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２．働き方の見直しに関する事項 

 

  (1) 時間外勤務の縮減 【重点施策】 

   ア．小学校就学始期に達するまでの子どものいる職員の深夜勤務及び時間外勤務の制

限の制度の周知 

   ① 小学校就学始期に達するまでの子どものいる職員の深夜勤務及び時間外勤務を制

限する制度について、「Q＆A 集」等を活用し周知徹底を図る。 

 

   イ．一斉定時退庁等の実施 

   ① 毎週水曜日を定時退庁日とし、庁内掲示板等による周知徹底を図るとともに、管

理職員による定時退庁の率先垂範を行う。 

   ② 毎月１９日の「県民育児の日」を家事や子育て支援のための定時退庁日とする。 

   ③ 定時退庁できない職員が多い部署を人事当局が把握し、管理者から事情の聴取を

行うとともに、業務分担及び人員配置の見直しを図る。 

  

   ウ．事務の簡素合理化の推進 

   ① 管理職員は、職員の業務量を的確に把握し、特定の職員に時間外勤務が集中しな

いよう、業務配分等の見直しを常に実施する。    

   ② 職員一人ひとりが業務の簡素合理化やメリハリのある業務遂行を行う。 

   ③ 週休日・休日出勤をやむを得ず行う場合は、週休日の振替や代休の指定を行う。 

   ④ 会議・打合せ等については、効率的な運営を行うため資料の事前配布や出席者の

厳選等を行うとともに、電子メ－ルや庁内掲示板の活用による方法も採り入れる。 

   ⑤ 定例・恒常的業務に係る事務処理のマニュアル化を図る。 

   ⑥ 庶務管理システムなどの各種システムの導入や、RPA 及び AI 技術を活用した 

ソフトウェアの導入による業務の効率化を図る。 

 

   エ．時間外勤務の縮減のための意識啓発等 

   ① 部署ごとの時間外勤務の状況を人事当局等で把握し、時間外勤務の多い職場の管

理職員に対し、ヒアリングを行った上で注意喚起を行う。 

   ② これまでの労働短縮対策をさらに進め、より一層時間外勤務の縮減、年次有給休

暇の取得促進等、働き方の見直しに資する取組みを推進する。 

 

  (2) 休暇取得の促進【重点施策】  

   ア．年次有給休暇の取得促進 

   ① 職員が安心して年次有給休暇を取得できるよう、「計画年休制度」の導入や事務の
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相互応援体制の構築とともに、管理職員が率先して取得に努めることで、年休取得

の促進を図る。 

   ② 子どもを養育する職員に対し、当該子どもの入学式及び卒業式等における年次有

給休暇の取得促進を図る。  

   ③ 特に男性職員においては、授業参観や運動会等の学校や保育園等の行事への参加

のための年次有給休暇の取得促進を図る。 

   ④ 地域のイベントと連動し、年次有給休暇の取得促進を図る。 

   ⑤ 職員全体の年次有給休暇の平均取得日数を定期的に職員に周知する。 

                           

   イ．連続休暇等の取得促進 

   ① ゴールデンウイーク、年末年始、月曜日・金曜日との組み合わせ又は子どもの春

休み、夏休み等の長期休暇にあわせ、連続した年次有給休暇の取得促進を図る。 

   ② リフレッシュ休暇制度（年休のまとめ取り）を設け、計画的な取得を促進する。 

    

   ウ．子どもの看護のための特別休暇及び育児等の特別休暇の取得の促進 

   ① 子どもの看護のための休暇や、授乳や保育園等の送迎のために取得できる育児等

の特別休暇について、「Q＆A 集」等を活用し周知するとともに、その取得を希望す

る職員が円滑に取得できる環境を整備する。 

 

 (3) 勤務における配慮  

① 早出又は遅出出勤を行っている職場においては、保育園送迎等を行う職員にでき

るだけ配慮して勤務を割り振る。 

② 小学生以下の子どもを養育する職員については、通勤に配慮した配置を行う。 

③ 管理職員は、職員の自己申告書や面談等により、子育ての状況を把握し、人事上

の配慮を行う。 

④ 公務の運営上必要な場合、職務の状況に応じた時差出勤制度を活用する。 

⑤ 管理職員は、職員の業務の進捗状況を把握し、効率的な業務の遂行を図る。 

 

 (4) ハラスメントへの対策  

① 職場におけるハラスメント対策として、その指針を定める市規則を制定し、防止

に向けた各種取組みを検討し、実施する。 

 

  (5) 人事評価への反映  

① ワ－ク・ライフ・バランスの推進に資するような行動や良好な職場環境づくりに

向けてとられた行動については、人事評価において適切に評価を行う。 
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３．その他の次世代育成支援対策に関する事項 

 

  (1) 子育てバリアフリ－  

① 外部からの来庁者の多い庁舎において、乳幼児と一緒に安心して利用できるトイ

レやベビ－ベッド及びベビ－カ－の設置等を計画的に行う。 

② 施設利用者、職員等の実情を勘案して、授乳や搾乳ができる部屋の設置を必要に

応じて行う。 

③ 子どもを連れた人が気兼ねなく来庁できるよう、親切な応接対応等のソフト面で

のバリアフリ－の取組みを推進する。 

 

  (2) 子ども・子育てに関する地域貢献活動  

   ア．子ども・子育てに関するボランティア活動 

① ＰＴＡや子ども会等、子ども・子育てに関するボランティア活動への職員の参加

を奨励する。 

  

   イ．子どもの体験活動等の支援 

① 子どもが参加する学習会等の行事において、専門分野を活かした指導をするため、

講師等として職員を派遣する。 

② 小・中学校等に職員を派遣し、特別授業等を実施する。 

  

   ウ．子どもを交通事故から守る活動の実施や支援 

① 公用車を運転する職員に対し、交通安全講習会を実施する。 

 

  (3) 子どもとふれあう機会の充実  

① 子どもを対象とした職場見学、職場体験を実施する。 

② レクリエ－ション活動等の実施に当たっては、子どもを含めた家族が参加できる

ようにする。 

 

  (4) 学習機会の提供等による家庭の教育力の向上  

   ① 職員に対し、家庭における子育てやしつけのヒント集を活用し、家庭教育に関す

る講座等の実施や情報の提供を行う。 



 

【資料】      育児を行う職員の両立支援 

 
育児・介護を行う職員の両立支援策の概要 

両立支援策 概    要 期    間 

休 
 
 

業 

育児休業 3 歳未満の子を養育する職員に認められる休業 子が 3歳に達する日まで 

育児短勤務 
小学校就学始期に達するまでの子を養育するた

め、短い勤務で勤務することを認める制度 

子が小学校就学始期に達するまで 

1 月以上 1年以下の期間（延長可能） 

部分休業 
小学校就学始期に達するまでの子を養育する職員

に認められる部分休業 

子が小学校就学始期に達するまで、1日の勤務の

始め又は終わりにおいて 2の範囲内(30 分単位) 

特 
 

別 
 

休 
 

暇 

妊産婦健診 

のための休暇 

妊産婦である女性職員が母子保健法に規定する保

健指導及び健康診査を受けるために与えられる休

暇 

1 日の正規の勤務の範囲内で必要と認められる

期間 

産前休暇 
8 週間（多胎妊娠の場合にあっては 14 週間）以内

に出産予定の女子職員に与えられる休暇 

産前 8週間 

（多胎妊娠の場合にあっては 14 週間） 

産後休暇 

出産した女子職員に与えられる休暇 出産の翌日から 8週間（ただし、産後 6週間を経

過した職員が申し出て、医師が支障がないと認め

た場合を除く） 

育児 
生後 1 年 3 月に達しない子を養育する職員が授乳

等を行う場合に与えられる休暇 

子が 1歳 3月に達するまで 

1 日 2回それぞれ 45 分以内 

配偶者の出産休暇 

妻の出産に伴う入退院の付添い等を行う職員に与

えられる休暇 

（出産時の付添い・入院中の世話など） 

2 日 

（2 週間を経過するまでの間、分単位で取得可

能） 

男性職員の育児 

参加のための休暇 

妻の産前産後期間中に、当該出産に係る子又は小

学校就学の始期に達するまで子を養育する男性職

員に与えられる休暇 

5 日 

（分単位で取得可能） 

子の看護休暇 
小学校 3 年生以下の子を養育する職員が子を看護

する必要がある場合に与えられる休暇 

１人 → 年 5日 

2 人以上→ 年 10 日(分単位で取得可能） 

短期介護休暇 
配偶者、父母、子等を介護や通院の付き添い等の

必要の世話をする職員に与えられる休暇 

１人 → 年 5日 

2 人以上→ 年 10 日（分単位で取得可能） 

介護休暇 

配偶者、父母、子等を介護する職員に与えられる

休暇 

介護を必要とする一の継続する状態ごとに、連続

する６月以内の期間 

１日又は４までの範囲 

そ 
 

の 
 

他 

早出遅出勤務 

小学校就学始期に達するまでの子を養育する職員

又は配偶者、父母、子等を介護する職員に、１日

の勤務を変更することなく始業・終業時刻を変更

して勤務させる制度 

職員が請求する期間 

（子が小学校就学の始期に達するまで又は介護

を必要とする間は何度でも請求可能） 

深夜勤務制限 

小学校就学始期に達するまでの子を養育する職員

又は配偶者、父母、子等を介護する職員の深夜の

勤務を制限 

６月以内の請求する期間 

（子が小学校就学の始期に達するまで又は介護

を必要とする間は何度でも請求可能） 

時間外勤務制限 

小学校就学始期に達するまでの子を養育する職員

又は配偶者、父母、子等を介護する職員の時間外

勤務を月 24 以内かつ年 150 以内に制限 

1 年以内の請求する期間 

（子が小学校就学の始期に達するまで又は介護

を必要とする間は何度でも請求可能） 

時間外勤務免除 
３歳に達するまでの子を養育する職員の時間外勤

務を免除 

子が３歳に達する日まで 

 


